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高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施の更なる推進について 

 

新型コロナウイルス感染症への対応につきまして、日々御尽力及び御協力を賜り

厚く御礼申し上げます。 

高齢者施設等の従事者等に対する検査については、「高齢者施設の従事者等へ

の定期的な検査の積極的な受検について」（令和３年５月17日付け事務連絡）等

により、高齢者施設等での集中的検査の実施への御協力をお願いしているところ

です。 

今般、「高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施の更なる推進について」

（令和４年９月９日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務

連絡）を都道府県等に発出し、すべての都道府県等において集中的実施計画を策

定した上で、入所系の高齢者施設等及び通所系・訪問系の介護サービス事業所に

ついては、必ず対象とするよう要請をしたところです。 

貴会におかれましては、別添の内容について御了知いただくとともに、自治体

が策定する集中的実施計画に基づく集中的検査の積極的な受検について、御協力

をいただきますよう、改めて会員各位に対し御周知いただきますようお願い申し

上げます。 

 

【別添】 

「高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施の更なる推進について」（令和４年

９月９日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

  



（別記） 

公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国社会福祉法人経営者協議会 

特定非営利活動法人 全国盲老人福祉施設連絡協議会 

一般社団法人 全国軽費老人ホーム協議会 

高齢者住まい事業者団体連合会 

公益社団法人 全国有料老人ホーム協会 

一般社団法人 全国介護付きホーム協会 

一般社団法人 高齢者住宅協会 

一般社団法人 全国福祉用具専門相談員協会 

一般社団法人 日本福祉用具供給協会 

 

 

 



 

 

事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 ９ 月 ９ 日 

 

   都 道 府 県 

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

  

 

高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施の更なる推進について 

 

 

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にありがとうござ

います。 

「高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施について」（令和４年７月 15 日付け事務連

絡）等により、集中的検査の実施について要請等を行っているところですが、With コロナの

新たな段階への移行を進めるにあたり、現時点で御報告いただいている状況に鑑み、下記の

とおりの対応をお願いいたします。 

※全ての都道府県、保健所設置市、特別区が対象です。 

 

なお、介護・障害分野の関係団体に対して、厚生労働省から集中的検査の実施の要請を行

うこととしていることを申し添えます。 

 

記 

 

１．高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施について 

（１）基本的な考え方 

 ○ 高齢者施設等の従事者等に対する検査については、これまで、 

・ 「高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施について」（令和４年７月 15 日付け事

務連絡）により、すべての都道府県において、オミクロン株であっても重症化リスクの

高い高齢者等が多い入所系の高齢者施設等（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、

認知症グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、障害者支援施

設等）については、集中的実施計画に基づく集中的検査を実施することを要請し、 

・ 同事務連絡により、各地域の感染状況を踏まえ、介護や障害分野における外部との接

触の機会の多い通所系や訪問系の事業所や、医療機関のほか、小学校や幼稚園、保育所

等についても、積極的に対象とすることを改めて検討していただくよう依頼 

してきたところです。 



 

 

○ 先般、状況の報告をいただいたところですが、集中的実施計画を策定していない都道府

県等、介護や障害分野の通所系・訪問系を対象にしていない都道府県等が散見されます。

また、計画期間が既に終了している都道府県等も散見されます。 

 

○ With コロナの新たな段階への移行を進める中で、高齢者施設等におけるクラスター対

策を強化することが重要であることから、詳細は（２）のとおりですが、すべての都道府

県、保健所設置市、特別区（「都道府県等」という。）においては、既に策定していただい

ている都道府県等を含め改めて集中的実施計画を策定し、 

 ・ 入所系の高齢者施設、障害者施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症

グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、障害者支援施設等） 

・ 介護や障害分野における通所系や訪問系の事業所 

  については、集中的検査を実施することを要請します。 

 また、医療機関のほか、小学校や幼稚園、保育所等についても、積極的に対象とするこ

とを引き続き検討してください。 

 

○ 集中的実施計画を策定し集中的検査を実施する都道府県等（１．（２）③イ、ロの両方

を対象に実施する都道府県等に限る。）に対しては、特例として、２．のとおり、抗原定

性検査キットを国から無償配布します。 

 

（２）集中的実施計画の策定について 

 別添１に、記載例を参考に、各都道府県等において必要な事項を記載してください。 

 ※ 都道府県が管内の保健所設置市、特別区の区域もまとめて実施し、当該保健所設置市、

特別区が実施しない整理となっている場合は、当該保健所設置市、特別区は別添１－２

によりその旨を報告してください。別添１により集中的実施計画を策定する必要はあり

ません。 

※ 地域の感染状況を踏まえて実施する従事者等への頻回検査の実施が集中的検査の要

件であり、施設内の有症状の入所者・従事者等に対する検査や陽性が判明した場合の当

該施設の入所者・従事者全員に行う検査のみを実施する場合は、集中的実施計画を策定

したとはみなしません。 

 

①計画期間 

  これまでは定められた期間の全てを実施期間とするように依頼しておりましたが、今般、

その整理を変更し、計画期間については、地域の感染状況を踏まえて各都道府県等におい

て集中的検査の必要性が生じた場合にいつでも実施可能な期間として、幅広に設定してく

ださい。したがって、計画期間中に、実際に集中的検査を実施していない期間が含まれて

いても構いません。 

 

②対象地域 

  保健所等の区域（保健所管轄区域の全部又は一部をいう）を単位として指定してくださ



 

 

い。都道府県が県内全域をまとめて実施する場合などはその旨を記載してください。 

 

③対象施設種別 

イ：入所系の高齢者施設、障害者施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認

知症グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、障害者支

援施設等） 

ロ：介護や障害分野における通所系や訪問系の事業所 

は必ず対象としてください。 

また、医療機関のほか、小学校や幼稚園、保育所等についても、積極的に対象とするこ

とを引き続き検討してください。 

  対象施設数と実施施設数（予定含む）も記載してください。また、濃厚接触者の待機期

間の早期解除のための検査を実施する場合は、○を記載してください。 

 

④対象者 

基本的に施設単位で行うこととし、従事者は必ず対象としてください。また、新規入所

者等を対象にすることも検討してください。 

 

⑤検査方法 

これまでは、基本的に、週に１回程度ＰＣＲ検査や抗原定量検査を使用することが考え

られるとお示ししてきたところですが、週に２～３回以上実施することを前提に、抗原定

性検査キットを積極的に活用してください。（PCR 検査や抗原定量検査の活用を否定する

ものではありません。） 

 

⑥検査の頻度 

  抗原定性検査キットの場合は、週２～３回程度実施してください。 

 ＰＣＲ検査や抗原定量検査の場合は、週に１回程度実施してください。 

 

⑦検査区分 

  感染症法に基づく行政検査として実施するものか、地方公共団体の独自事業として実施

するものか、あるいは民間等において無償で提供される検査等を活用して実施するものか

の区別を、記載してください。複数の区分に該当する場合には、すべて記載してください。 

高齢者施設等の集中的検査は行政検査の対象となり、その費用の２分の１を感染症予防

事業費等負担金として国が負担することとしています。なお、内閣府の「新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金」の交付限度額において行政検査の地方負担額と同額

が加算される仕組みとなっています。そのため、必要な検査は広く実施していただくよう

お願いします。 

また、行政検査ではなく地方単独事業等として集中的検査を実施する場合も集中的実施

計画の対象となります。この場合、内閣府の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金」の地方単独事業分等の活用も可能です。その他、民間等において無償で提供さ



 

 

れる検査等を活用して集中的検査を実施する場合も集中的実施計画の対象となります。 

 

（３）集中的検査の実績の報告について 

 別添実績報告様式に記載の上、毎週の報告をお願いいたします。 

 ※これまでは、都道府県が管内の保健所設置市及び特別区分を含めて検査の実績をとりま

とめた上で報告いただいておりましたが、10 月以降は、各都道府県等が直接厚労省に報

告をお願いいたします。都道府県がまとめていただく必要はございません。 

 

これに伴い、「高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」

（令和４年１月７日（令和４年２月 18 日一部改正）付け事務連絡）に基づき、報告を求め

ていた 

・施設区分別の総検査実施施設数、総検査実施件数、総陽性件数（毎週報告） 

・令和３年 12 月 22 日事務連絡１.の(3)①～④の区分毎（①は②に含めて報告）の検査の実

施施設数等、検体プール検査法による検査及び抗原定性検査キットによる検査の実施施設

数等（毎月報告） 

については、令和４年９月分をもって終了とします。 

 

 

２．集中的検査の実施の支援のため、特例として実施する、厚生労働省から都道府県等への

抗原定性検査キットの配布について 

（１）基本的な考え方 

１．（２）に基づき集中的実施計画を策定し、集中的検査を実施することとする都道府

県等（１．（２）③イ、ロの両方を対象に実施する都道府県等に限る。）に対して、その支

援のため、With コロナの新たな段階への移行を進める中での特例的な措置として、厚生

労働省から抗原定性検査キットを配布することとします。 

基本的には次の感染拡大用として配布を行うものですが、地域の感染状況を注視し、必

要と判断する場合には、足下での集中的検査に活用しても差し支えありません。 

  ※ なお、厚生労働省から配布する抗原定性検査キットを用いた検査については、行政

検査には該当せず感染症予防事業費負担金の対象とならないため、各都道府県等での

保管・配送費用は本負担金の対象とならない点につき、ご留意ください。 

 

（２）具体的な配布内容について 

 ①配布する抗原定性検査キットの数 

  基本的には、各都道府県等における推計に基づく所要量を配布する予定ですので、各都

道府県等において、別添２に、所要量を記載してください。 

（※）各都道府県等から提出された所要量によっては、厚生労働省で数量を調整させてい

ただく可能性があることはご了承ください。 

 

 



 

 

（所要量の推計方法） 

  別添２の記載例を参考に、推計してください。最大 3か月分まで計上していただいてか

まいません。 

 ※「高齢者施設（入所系、通所・訪問系）」、「障害者施設（入所系、通所・訪問系）」、「そ

の他」の類型別に所要量とその考え方を記載してください。 

 

 ②配布する抗原定性検査キットについて  

  以下の３製品のいずれかの組み合わせになります。後述の③のとおり、所要量を提出い

ただいた後に、厚生労働省から各都道府県等に製品別の配布量を提示させていただきます 

 

○「GLINE-2019-nCoV Ag キット」（製造販売元：株式会社医学生物学研究所） 

添付文書： 

https://www.info.pmda.go.jp/downfiles/ivd/PDF/130249_30400EZX00012000_B_02_02.pdf 

・１箱の入り数が検査回数１テスト分であり、１カートンあたり 340 箱が入った状態で配送され

ます（1カートンあたり 340 テスト分）。 

・配送・保管にあたっては２～30℃の温度管理を必要とします。 

・1カートンの大きさ及び重量は 575mm×  495mm × 380mm、約 10.5kg（６段まで積み上げて保

管可） 

 

○「HEALGEN COVID-19 抗原迅速テスト」（製造販売元：タカラバイオ株式会社） 

添付文書： 

https://www.pmda.go.jp/PmdaSearch/ivdDetail/ResultDataSetPDF/400777_30400EZX00026000

_A_01_01 

・１箱の入り数が検査回数５テスト分であり、１カートンあたり 255 箱が入った状態で配送され

ます（1カートンあたり 1,275 テスト分）。 

・配送・保管にあたっては２～30℃の温度管理を必要とします。 

・1カートンの大きさ及び重量は 540mm×  710mm × 410mm、約 25kg（４段まで積み上げて保管

可） 

 

○「スタンダード Q COVID-19 Ag」（製造販売元：株式会社マルコム） 

添付文書： 

https://www.pmda.go.jp/PmdaSearch/ivdDetail/ResultDataSetPDF/730703_30300EZX00067000_A

_01_02 

・１箱の入り数が検査回数 25 テスト分であり、１カートンあたり 30 箱が入った状態で配送され

ます（1カートンあたり 750 テスト分）。 

・配送・保管にあたっては２～30℃の温度管理を必要とします。 

・1カートンの大きさ及び重量は 550mm×  490mm × 430mm、約 15kg（４段まで積み上げて保管

可） 

  



 

 

③国から都道府県等への発送について 

  以下の手続きを経て、発送します。所要量を提出いただいた後は、各都道府県等に個別

にご連絡いたします。 

・各都道府県等から厚生労働省に所要量を提出 

・厚生労働省において確認し、各都道府県等に製品別の配布量を提示 

・各都道府県等が、厚生労働省から提示された量を踏まえ、受取量・時期を報告 

・順次、発送開始 

 ※今回は、都道府県だけでなく保健所設置市、特別区にも直接発送します。 

  また、各都道府県等への配送先は 1 カ所、配送回数は１回とします。（所要量が多い場

合等に個別に調整することはありえます。） 

 

３．提出について 

提出先：corona-plan@mhlw.go.jp 

※メールアドレスを変更しておりますのでご注意ください。 

 

◆１．（２）の集中的実施計画（別添１）又は別添１－２について ９/29（木）まで 

※全ての都道府県、保健所設置市、特別区においては、別添１又は別添１－２のいずれかを

提出していただくようお願いします。 

提出ファイル名：「都道府県番号＋都道府県名＋別添１」or「都道府県番号＋都道府県名＋

保健所設置市名＋別添１（or 別添１－２）」 

 （例）「01 北海道 別添１」「01 北海道札幌市 別添１」 

 

◆２．（２）①の抗原定性検査キットの所要量（別添２））について：９/29（木）まで 

※別添１を提出せずに別添２のみ提出することは不可です。 

提出ファイル名：「都道府県番号＋都道府県名＋別添２」or「都道府県番号＋都道府県名＋

保健所設置市名＋別添２」 

 （例）「01 北海道 別添２」「01 北海道札幌市 別添２」 

 

◆１．（３）の集中的検査の実績の報告について 

令和４年 10 月第１週分から、毎週報告をお願いいたします。 

提出ファイル名：「都道府県番号＋都道府県名＋実績報告」or「都道府県番号＋都道府県名

＋保健所設置市名＋実績報告」 

 （例）「01 北海道 実績報告」「01 北海道札幌市 実績報告」 

 

４．公表について 

  各都道府県等における集中的実施計画の策定状況、その主な内容（対象施設類型など）、

国からのキットの配布量について、後日厚生労働省ホームページで公表することを予定し

ているので、ご留意ください。 

 以上 


